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020601 薬事衛生許認可事務・監視指導

区分

事業区分 施策体系 0206 薬事衛生

評価者 所管課長 存廃判断 否 ＮＰＯ協働 否

＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊

薬局、麻薬小売業、医薬品販売業、医療機器販売業、毒物劇物販売業、家庭用品販売業等

薬事関係営業者に法令の遵守を徹底させることにより
(1)医薬品の情報提供や適正使用を推進し、区民の健康管理に寄与する。
(2)毒物劇物の保管・管理を徹底させ、毒物劇物による事件・事故を未然に防ぎ区民の
健康被害を防止する。
(3)有害物質を含有する家庭用品による区民の健康被害を防止する。

(1)薬局、麻薬小売業、薬局製剤医薬品製造業・販売業、医薬品販売業、医療機器販売業
等の許可、医薬品等の収去検査、監視指導を薬事監視員5名で行っている。
(2)毒物劇物販売業者、毒物劇物業務上取扱者の登録、シアン検査、監視指導を毒物劇物
監視員(薬事監視員が兼務)5名で行っている。
(3)有害物質を含有する家庭用品の試買検査、監視指導を家庭用品監視員(薬事監視員が兼
務)5名で行っている。

(1)薬事法(2)薬剤師法(3)麻薬・向精神薬取締法(4)毒物劇物取締法(5)家庭用品関連法

平成9・12年度の薬事関係法令の改正により薬事行政の一部が特別区に移譲された。
また平成17年度の東京都第2次分権計画で薬局許可・監視等の大規模事務が移譲された。（
葛飾区：11事務、2418施設）
今後の課題は業務体制の整備と都区連携による移譲業務の円滑な推進である。

＜成果指標＞(1)医薬品等法令基準適合品率（法令基準適合品数÷収去・試買数）×100
(2)薬局等法令基準適合率 （法令基準適合数÷監視指導数）×100

＜活動指標＞(1)監視指導数、収去・試買検査数
(2)許可・更新数、薬事関係業態の届出受理数

継続。本事業は薬事法等に基づき、適正かつ効果的に行われているため、現状どおり継続
して、区の責務を果たす必要がある。

はい。薬局等の許可や監視指導の事務は、法令に基づく事務でることから、本事業は必要
な事務である。

実施困難。本事業の中心的な業務である監視指導活動については、区長が任命する薬事監
視員が行うことが法律に規定されていることから民間活用は困難である。

いいえ。薬局等の許可や監視指導活動については、法令に基づき適正に行っており、成果
向上の余地は少ない。また、薬局等に対する検査基準は非常に厳しく設定されているため
、法令適合率を１００％にすることは、現実的には困難である。（全国的な課題）

あまりない。本事業は薬事監視員の人件費が経費の大半を占めているが、監視指導は薬事
監視員が行うことが法律に明記されていることから、業務委託等によるコスト削減は困難
である。また、一定水準の監視活動を実施するためには、現在の人員は必要である。
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コスト分析表
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020602 薬事衛生普及・啓発

区分

事業区分 施策体系 0206 薬事衛生

評価者 所管課長 存廃判断 否 ＮＰＯ協働 否

＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊

薬局、麻薬小売業、医薬品販売業、医療機器販売業、毒物劇物販売業、家庭用品販売業等

薬事関係業者に法令を理解してもらうことにより (1)医薬品の情報提供や適正使用を推
進し、区民の健康管理に寄与する。(2)毒物劇物の保管・管理を徹底や毒物劇物による事
件・事故を未然に防ぎ区民の健康被害を防止する。 (3)有害物質を含有する家庭用品に
よる区民の健康被害を防止する。

(1)薬事関係相談受付 薬事関係業者からの法律や手続きに関する問い合わせに回答する
。また、区民から薬事関係業者への苦情・相談が寄せられた場合、その施設から事情を聞
き、改善すべき点等を指導する。(2)講習会実施 年１回、薬事関係業者を対象に薬事法
あるいは毒物劇物取締法について中央区、台東区、墨田区、江東区、足立区、江戸川区と
合同で実施する。また、７区講習会以外にも依頼があれば、その都度、講習会を実施する
。(3)家庭用品販売業者の店舗立ち入り時、家庭用品に関する法律を説明し理解してもら
う。

(1)薬事法(2)薬剤師法(3)麻薬・向精神薬取締法(4)毒物劇物取締法(5)家庭用品関係法

薬局、医薬品販売業に対しては薬剤師の適正配置や医薬品の管理、毒物劇物販売業には毒
劇物の適正管理等の改善を指導している。また家庭用品販売業者については、規制物質の
説明を一斉監視時に行い啓発を行っている。今後の課題はホームページの活用や合同講習
会により、薬事関係法規の周知徹底を図ることである。

＜成果指標＞(1)講習会参加率（講習会参加施設数÷全施設数）×100

＜活動指標＞(1)薬事関係相談受付数
(2)講習会参加施設数

改善。事業の講習会への参加率はけして高いとはいえず、今後の事業実施にあたっては、
事業者はもとより、幅広く区民にも関心を持ってもらえるよう工夫しながら事業を実施す
る必要がある。

はい。医薬品の安全を確保するためには、事業の自主衛生管理を推進することはもとより
、一般区民も薬事衛生について、一定の知識を持つ必要があり、その推進を図る本事業は
必要な事業である。

実施困難。自主衛生管理の推進などにおいて関係団体との協働を強化することなどは可能
であるが、事務そのものを民間委託することは困難と思われる。

はい。事業者の講習会への参加率はまだまだ低く、実施方法を改善・工夫することにより
向上させる余地はあると考える。

あまりない。事業経費の大半は、講習会や相談事業を担当する薬事監視員の人件費であり
、必要最低限の人員（０．５人）で実施していることを考えれば、人員の削減は困難であ
り、経費削減の余地は少ない。
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